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カラーブラインドと個人主義

茂　木　洋　平

Ⅰ　はじめに

１　問題の所在

本稿の目的は、Affirmative Action(AA)(1) とカラーブラインドとの関係性について、

個人主義の観点から明らかにするところにある (2)。カラーブラインドとは、簡単

に言うと、公的施策の形成の際に人種を考慮すべきでないとの考えである。AA

の否定派から肯定派に至るまで、カラーブラインドな社会の達成は合衆国の理想

だと考えられている (3)。カラーブラインドは、人々は人種ではなく個人として評

価されるべきとの考えに基づく (4)。AA は、人種を考慮して、高等教育機関の入

学枠や雇用などの社会的資源を分配する。AA は選抜の際に人種を意識するため、

個人主義と抵触し (5)、不道徳だと批判される (6)。

日本の学説はアファーマティブ・アクションの憲法上の論点を考察する際に、

議論の蓄積に厚みのある合衆国の議論を参照する価値が高く (7)、有力な手掛かり

になると考えてきた (8)。日本と合衆国の議論の背景は大きく異なり (9)、日本に有

用な部分を導くのは難しい (10)。特に、本稿の考察対象であるカラーブラインド

の理論は激しい人種差別問題を経験している合衆国特有の議論であり、日本と直

接的な結びつきはない。だが、個人主義との抵触は日本でも指摘されており、合

衆国の議論の参照は日本にも一定程度有用ではある。とはいえ、本稿は合衆国特

有の問題（カラーブラインドの理論）を取扱うことから、両国の本格的な比較検

討ではなく、合衆国の議論を検討し、日本にいくらか有用な部分を指摘するにと

どめる。ただし、両国の本格的な比較検討の際には、合衆国の議論の全貌を理解

する必要がある。本稿は、両国の比較検討の準備作業の 1 つに位置づけられる。

以下、本稿の主題と関連するアファーマティブ・アクションの議論を簡潔に述

べておく。日本国憲法 14 条 1 項は、人種などの差別的に用いられてきた区分を
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特に警戒して列挙する (11)。被差別グループは、構造的差別の影響から社会的資

源獲得の競争で不利な状況にある (12)。アファーマティブ・アクションは構造的

差別の是正策として理解され (13)、後段列挙事由は歴史的に特定のグループを社

会経済的に不利な状況に置くために用いられたことから、アファーマティブ・ア

クションの対象（人種や性別など）となる (14)。

後段列挙事由に基づく区別に人々は強い差別感を抱くため、基本的にその区別

はされるべきでないが (15)、それらは憲法上禁止されず、差別を解消するための

区分（アファーマティブ・アクション）は合理的範囲に収まる余地が十分あると

解されてきた (16)。アファーマティブ・アクションは、憲法上許容されると解す

るのが学説の大勢である (17)。アファーマティブ・アクションの問題は具体的に

いかなる施策が憲法上許容されるか否かにあり、絶対的に禁止されるとの主張は

なされていない (18)。

合衆国では、カラーブラインドの理論の下で AA が憲法上禁止されるのか否か

が問題となったが、日本ではアファーマティブ・アクションの絶対的禁止は主張

されなかった。この理由は日本では合衆国ほどの深刻な人種問題が顕在化してい

ないところにあり (19)、AA とアファーマティブ・アクションをめぐる議論の背景

の違いは大きい (20)。カラーブラインドの理論は合衆国特有の議論であり、そこ

から日本に直接的な示唆は得られない。　

社会的資源の分配に際して、アファーマティブ・アクションは特定の個人より

も対象となるグループに着目し (21)、アファーマティブ・アクションは対象とな

るグループの属性を考慮する (22)。個人の能力によって判断される社会は理想だ

が (23)、アファーマティブ・アクションは社会的資源の獲得の競争で統制不能な

特性を考慮する。日本と比べて合衆国では個人主義の伝統が強いが (24)、日本で

もアファーマティブ・アクションは人権保障を個人中心に捉えようとする個人主

義に反する可能性が指摘される (25)。

日本国憲法は社会権条項を通じて個人主義や能力主義に制約を課すことを認め

ているが (26)、日本国憲法が自己の能力を信頼して自己実現する個人像と社会像

を描いていることから (27)、統制不能な要素によって自己実現を阻害する可能性

のあるアファーマティブ・アクションが個人主義に反するか否かを考える必要が
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あり、この論点をめぐる合衆国の議論を見ることは日本にもいくらか有益である。

２　構成

本稿では以下のように考察を進める。まず、人種区分と個人としての評価の関

係性を考察する（Ⅱ）。AA が実施される主要分野として、高等教育機関の入学

者選抜が挙げられ、その合憲性が問題とされた判例で、合衆国最高裁が AA と個

人主義の関係を如何に示したのかを考察する（Ⅲ）。人種区分は個人主義と抵触

すると批判されるが、如何なる理由からそのように主張されているのかを考察す

る（Ⅳ）。如何なる司法審査基準を適用するのかが AA の合憲性をめぐる 1 つの

主要な論点だが、個人主義が司法審査基準と如何なる関係性を持つのかを考察す

る（Ⅴ）。AA はカラーブラインドと抵触し、人種的分断をもたらす危険がある

ことから、一時的でなければならないとされており、個人主義と時間的制約の関

係を考察する（Ⅵ）。

AA の肯定派からは、個人主義を達成するためには人種区分が必要であるとも

主張されており、その理由付けを考察する（Ⅶ）。個人主義はメリットに基づい

て人々を評価すべきという考えに基づいているが、AA の肯定派はメリットシス

テム自体がマイノリティを不利な状況に置き、個人主義を妨げていると主張して

おり、個人主義とメリットとの関係性を考察する（Ⅷ）。現在、AA の主要な正

当化理由は多様性の達成であり、多様性に基づく AA は人種を 1 つの要素として

考慮する。多様性に基づく AA と個人主義が如何なる関係にあるのかを考察する

（Ⅸ）。最後に、本稿の議論をまとめる（Ⅹ）。

Ⅱ　人種区分と個人としての評価

「分離すれども平等」の理論を除き、合衆国最高裁は常に平等保護につきリベ

ラルで個人主義的な見解を支持してきたとされる (28)。合衆国最高裁では、否定

派や中間派の裁判官は、平等保護条項が個人の保護だと強調し (29)、人種ではな

く個人として評価されるべきと示した (30)。カラーブラインドは、メリットによっ

て個人が評価される社会が理想であるとの考えと結びつき (31)、AA が実際に差別
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を受けてきた者に利益を与えるときに、もっとも争いがない (32)。本質的な個人

主義は特定の個人が公然と差別をしているという証拠を要求し (33)、それが充足

される場合には、AA の否定派の裁判官でも、人種区分が特定された差別の犠牲

者を救済するために使われることに反対しない (34)。

事例によって合憲か違憲かの判断を変える中間派の裁判官は、合憲判断を下す

際には、人々が個人として評価されていることを重視し (35)、逆に違憲と判断す

る際にも、個人として評価されていないことをその理由とする (36)。AA 支持派の

裁判官もまた、個人によって統制できない要素（人種）に基づく資源の配分は望

ましくないと認識する (37)。ミシガン大学ロースクールの入学者選抜の合憲性が

問題とされた Grutter 判決では、ロースクールの入学者選抜が志願者を個人とし

て評価していることを理由に合憲判断が下されており、当該判決は「労働市場の

AA が機械的でなく、人種を含む個人の特性を当然に評価していれば、労働分野

における AA を支持するという最高裁の意思を示している」と評される (38)。

人種は統制不能な要素であり (39)、人種に基づく判断から免れられないため、

不利益を受けた者の不満を募らせる (40)。人種は努力では変えられないため (41)、

合衆国最高裁では AA の支持派から否定派に至るまで、人種による評価を不道

徳だと考える (42)。個人として評価しないことは AA によって不利益を受けた者

に明確かつ実質的な費用を課し (43)、個人主義からの逸脱は激しく批判される (44)。

カラーブラインドの支持者は、人種区分は個人の価値を減じてスティグマを強め

るとする (45)。AA は個人としての評価を脅かす可能性があるため、それが憲法上

許されるためには高いハードルが課されると指摘される (46)。

Ⅲ　高等教育機関の入学者選抜の Affirmative Action と個別の評価

カリフォルニア大学ディーヴィス校メディカルスクールの入学者選抜の AA の

合憲性が問題とされた Bakke 判決は、大学は単純に人種やエスニシティに基づ

いて志願者を優先できず、それ自体差別であるから (47)、大学は（「一定の望まれ

た資質を持つ志願者の各区分を他の志願者との競争から切り離す」）クォータ制

を採れないと示し (48)、高等教育機関の入学者選抜の文脈で明確にクォータを禁
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止する (49)。個別の評価はクォータを禁止し、個人主義に一致するとされ (50)、合

衆国最高裁は、ある個人と他の志願者を競争させる方法で人種を 1 つの「プラス」

要素として考慮できる (51)。AA には様々な方法があるが、クォータと同義だと理

解されると、その受益者にスティグマを与えるとされる (52)。

Grutter 判決で、合衆国最高裁は、人種を意識する入学者選抜策が使用される

とき、個別の評価の重要性を強調した (53)。個別の評価の本質は、単一の要素（人

種）だけでは人々の可能性を測れず (54)、志願者が個人として取扱われ、大学の

多様性に貢献できるすべての要素を評価されることだとされる (55)。

Grutter 判決は志願者の個別の評価を 1 つ理由に合憲判断を下しており、個人

としての志願者の取扱いが重視された (56)。志願者の個別の審査はメリットによ

り行われ、個人主義に適合し (57)、個別の評価がなされていなければ、合衆国最

高裁は違憲判断を下す (58)。

Grutter 判決と同日に下され、学部の入学者選抜の AA（マイノリティの志願者

に一律に 20 点を付与する施策）の合憲性が問題とされた Gratz 判決で、合衆国

最高裁は、各学生は個別に評価されるべきであり、自動的な点数の付与は事実

上人種を決定的要素にするとして、違憲判断を下した (59)。他方で、AA 支持派の

裁判官は、人種によって点数が付与されていたとしても個別の考慮がなされて

いることを理由に、問題とされた AA が合憲だと主張した (60)。支持派の見解で

は、20 点の付与でも、個別の評価がされていると示されている。両判決の論点

は個別の評価（人種が、多様性を求める際のいくつかある要素のうちの 1 つに過

ぎない）をしているか否かにあった (61)。合衆国最高裁は、憲法が、大学が志願

者を人種やエスニックではなく個人として評価することを要求すると宣言してお

り (62)、個別の考慮がなされているか否かが、AA の合憲性判断で重視された (63)。

AA に肯定的な見解では、個別の評価を行う AA が能力主義と一致する旨が指摘

される (64)。また、AA の支持者は、個別の考慮が AA の直接の受益者が個人の資

格を評価されたことを示すことから、彼らへの劣等視は生じないと指摘する (65)。

Ⅳ　人種区分の個人主義との抵触
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１　人種区分の危険

平等保護条項は政府が人々を個人として取扱うことを要求するが、人種区分は、

人々を肌の色で区分する (66)。ケネディ裁判官によれば、人種区分は、人々の人

種の政府による定義を要求し、結果として、人々が「政府が命令する人種的ラベ

ルの下で生きる」ことを強要し、個人ではなく人種で評価し、人種が自己の利益

獲得の切り札として主張され、グループごとの組織化によって分裂を作り出す

(67)。人々を個人ではなくグループとして評価することは、人種間の争いを生じさ

せる。カラーブラインドを支持する見解では、グループに根差した人種的優先の

政府による使用は、社会を益々人種的に偏向させ (68)、人種区分は個人の価値を

肌の色に減じ、社会秩序を傷つけるとされる (69)。グループ間での平等を求める

ことはカラーブラインドの放棄につながり、社会に深刻な費用を生じさせるとさ

れる (70)。「権限が人種と出身国に基づくグループ間で形式的に分配される社会は

非常に抑圧的で、不平等で、不安定」だとされる (71)。

合衆国で重視されるのは、個人主義に基づく機会の均等であり (72)、合衆国最

高裁は個人としての評価が人種区分よりも重要だと示し (73)、AA は合衆国の非常

に重要な価値観（人々は個人として評価されるべき）の放棄を要求すると批判さ

れる (74)。

合衆国では伝統的に社会の構成単位をグループではなく個人として捉え (75)、

個人の権利擁護を中心に考え (76)、自己の成功や失敗に責任があるのは個人だと

論じられた (77)。この見解に基づくと、AA は努力をしない者に社会的資源を付

与している (78)。AA の批判者は、AA は人種による猟官制度を作り出し (79)、個人

の評価ではなく、人種的価値に基づくと考える (80)。合衆国では、個人の権利が、

人種、ジェンダー、エスニック的出自を理由に、他者の権利よりも高いあるいは

低い例はあるべきではないとされる (81)。

合衆国市民は「才能と努力によって達成されうるものに価値がある」と考え

るとされる (82)。カラーブラインドは個人の自由を重視する社会で魅力的であり、

合衆国の伝統的見解では、差別の結果として障害に直面しても、懸命に努力する

個人は成功する (83)。人種を考慮しないことで、人々は個人の資質を評価される

ため、カラーブラインドは機会の平等と一致すると考えられている (84)。この見
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解の下では、人種区分の禁止が理想（人種ではなく、メリットに基づいて評価さ

れるべきとする個人主義的原則）に適合し、人種区分は許容しうる目的とめった

に関連せず、不合理かつ不道徳だとされる (85)。

２　スティグマ

人種区分は個人としては何もできない要素を判断形成に組込むため (86)、個人

を後退させるしるしとして作用すると評される (87)。後退のしるしは、個人とし

て態度ではなく、しるしによって貶められた地位に従って、政府が判断形成する

方向へと導く (88)。カラーブラインドを支持する見解では、政府が人々を個人で

はなく人種によって評価するときに、人種区分は個人の価値を減じ、スティグマ

を生じさせるため (89)、修正第 14 条を侵害する (90)。

AA の批判者によれば、AA は法制度において人種が重視されるべきではない

という理想と抵触し (91)、マジョリティが AA の対象となったグループの能力を

疑問視し (92)、それらのグループの達成を過小評価するだけでなく (93)、マイノリ

ティに自身の能力を疑問視させ (94)、自力では成功できないことを示している (95)。

この見解によれば、AA の受益者をグループの一員として見ることでその者にス

ティグマを課し、個人主義を大きく侵害するが (96)、人々が個人として評価され

ていればスティグマは生じないとされ (97)、個人として評価されることに関心が

寄せられた (98)。

他方、マイノリティの自己評価への AA の影響について、経験に基づく研究

はほとんど行われていないともされる (99)。AA の直接の受益者がスティグマ（劣

等性の烙印）を認識しているのかは疑問であり (100)、AA により機会の扉が開か

れることで (101)、自尊を強化し (102)、AA がスティグマをもたらすとは考えられな

いとも主張される (103)。AA の受益者（社会的地位の高い者）は共同体で指導的

役割を果たし、自己の活動を自負しているため、自身を劣等視せず、AA のもた

らす自尊心や自己評価への否定的影響はその肯定的影響で打ち消されるとされ

る (104)。AA による採用者は業務をこなす資格があるが、民間企業の人事担当者

はマイノリティの就業能力を疑っているとされる (105)。AA がなければ、マイノ

リティの採用人数は大幅に減り、民間企業で指導的立場に就くマイノリティも減
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少するため、労働市場での人種的偏見がさらに強まるとされる (106)。「現代社会の

差別のほとんどは、不合理さ、搾取、競争からの排除というよりも情報の費用か

ら生じている」とも考えられている (107)。この立場では、人種区分の不使用は結

果としてマイノリティへの偏見を生じさせ、個人としての評価をできなくする。

Ⅴ　個人主義と司法審査基準

個人主義の強調は、人々が個人として評価されることを保障するために、厳格

審査を要求する (108)。中間派と否定派の裁判官は、修正第 14 条の意図は、すべ

ての者が人種ではなく、個人として取扱われることを保障するところにあるとす

る (109)。この考えに基づいて形成された法廷意見で、合衆国最高裁は AA の合憲

性は厳格審査の下で審査されるべきと示し (110)、個人としての評価を保障するた

めに、AA の合憲性は厳密に審査されるとの立場をとったと分析される (111)。

AA への厳格審査の適用は、AA が「個人のメリットと機会の平等という … 中

核的なアメリカの価値」を脅かし、マイノリティが「特別な権利」を主張するこ

とへの、裁判所によるバックラッシュの産物だとされる (112)。平等保護条項はす

べての合衆国市民の個人として取扱われる権利を保障するという理解に基づき、

中間派と否定派の裁判官は「すべての人種区分を厳格審査に服させるべき」と主

張したとされる (113)。

Ⅵ　時間的制約

時間的制約の要求は、修正第 14 条の最終目的が、人々が人種グループのメン

バーではなく個人として取り扱われる社会である、とする合衆国最高裁が主張し

てきた考えと綿密に関連し (114)、あらゆる人種区分が一時的であることは、最終

目的の達成を助けるとされる (115)。

反対に、人種区分が永続化すると、最終目的の達成は不可能だと指摘される (116)。

人種がメリットして捉えられると、人種の評価が永続化し、時間的制約の概念が

崩される (117)。例えば、有能な専門家の育成に多様性が必要である場合には、そ
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れはいつでも必要であり、多様性の必要性はなくならない (118)。

合衆国最高裁の中間派や AA 支持派の裁判官は、人種区分の永続は個人として

評価される社会という理想を傷つけると認識する (119)。支持派の裁判官でも、人

種区分の永続化が個人主義にもたらす危険を認識し、その合憲性判断は厳密に

行われなければならないとする (120)。支持派の裁判官はカラーブラインドを目標

だと捉え、AA はそれを達成するための一時的な手段だと考えてきたと分析され

る (121)。だが、人種的不均衡が存在する状況では、マイノリティへの偏見が評価

者に生じ、マイノリティはその資格を公正に評価されない（Ⅶ）。カラーブライ

ンドの概念が目標であるという見解は、不均衡を是正する期間、AA を許す (122)。

Ⅶ　人種区分の必要性

人々を個人として評価することが重要だとされるが（Ⅱ）、そのためには人種

区分の一切の考慮が禁止されるべきではなく、人種を考慮することで人種主義を

乗り越える必要があると主張される (123)。合衆国最高裁では、「人種が個人の機

会や達成と無関係である社会」という理想が示されるが (124)、その理想に達する

前にカラーブラインドであるべきかに疑問が提起される (125)。

人種は個人の機会に影響を及ぼし (126)、社会構造的でもあるため、人種を意識

することこそが、個人を個人として評価すると主張される (127)。マイノリティは

人種を理由にその資格を低く評価され (128)、人種はマイノリティに様々な社会的

地位へのアクセスを否定するために使用されてきたため (129)、人種が差別的に用

いられないために、人種区分を用いるべきとされる (130)。構造的障害を克服する

ために AA が必要であり (131)、人種が彼らに公正な機会を与える方法でも使用で

きないならば、奇異だとされる (132)。

AA に反対する見解ではマイノリティが社会経済的に低い地位にあるのは生来

の能力に起因する旨が指摘されるが、AA の必要性を認める見解では、その原因

は人種主義がマイノリティの社会的地位の向上を妨げてきたところにある (133)。

マイノリティの不均衡の原因は能力の欠如ではなく、人種差別の長い歴史から生

じたと認識し (134)、AA は人種的従属の歴史の文脈で評価されるべきとされる (135)。
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AA の支持派はマイノリティの歴史、現状、差別の継続する影響からマイノリティ

の積極的保護が必要だとし、AA を許容する (136)。また、指導的地位に占めるマ

イノリティの割合が少ないと、マイノリティは能力が低いという偏見が生じるた

め (137)、マイノリティの多くが低い社会経済的地位にあると、差別による否定的

影響の克服は難しくなる (138)。マイノリティへの差別は、彼らの社会経済的に低

い地位から、マジョリティと比べて彼らが知的に劣っているという立場に基づい

てきたとされる (139)。マイノリティの社会経済的地位が向上すると、マイノリティ

は劣った存在であるという偏見が縮減する (140)。そのためには、指導的地位に占

めるマイノリティの割合が一定程度に達する必要があり (141)、その割合を達成す

るために AA が必要だとされる (142)。この見解では、人種区分全般を禁止するカ

ラーブラインドな解釈は、マジョリティがマイノリティと比べて得てきた社会的、

経済的、政治的優位を正当化し (143)、マイノリティに不利な状況に耐えることを

要求するとされる (144)。

合衆国では、各個人の社会的地位はグループの地位に結びついていると指摘さ

れ (145)、AA の反対者は、グループのメンバーであることの個人への影響を無視

しているとされる (146)。社会関係に言及せずに個人に関連づけることは、マイノ

リティが低い社会経済的な地位に置かれているのは何故かについて、重要な部分

を無視し (147)、個人主義とは、マイノリティの社会経済的に不利な状況の原因を

人種主義から個人へと転嫁する (148)。平等保護条項は劣等なグループのメンバー

として個人を取扱うのを禁止しているという解釈に基づくと (149)、個人として評

価される社会を達成するために (150)、AA は憲法上許される (151)。

Ⅷ　メリット

AA は「メリット」システムを害するとの理由から、保守派により厳しく批判

された (152)。

合衆国で広く支持される正義の原理とは、地位と報酬は個人のメリットで分配

されるべきというもので、メリットの原理は、地位は最も資格のある者に分配さ

れるべきと示すとされる (153)。メリットによる選抜の理由づけの重要な部分は、
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仕事を最も首尾よくこなす者が選ばれる価値があるというものである (154)。平等

な機会とは、人々は、その資格に基づいて望ましい地位に選抜されることを要求

するものだと認識される (155)。AA は「個人のメリットが社会的に配分された報

償と利益に唯一関連する考慮であるという最も基本的な考えを傷つける」(156) こ

とになる。グループのメンバーであることから生じる障害に直面したとしても、

懸命に努力する個人は成功すると考えられているため (157)、AA によって不利益

を受けた者はいかりを抱く (158)。

個人は社会の基本的単位であり、各人の能力に応じた地位に就くことが基本で

あり、人々は「肌の色ではなく各人の才能や価値に基づいて判断される権利を約

束されている」と主張される (159)。AA の反対者は選抜はメリットに基づくべき

と考え (160)、機会とは才能や勤勉さによって達成される能力主義的なものだと理

解するため (161)、AA は個人主義への懸念とメリットに基づく報償の分配への懸

念をもたらす (162)。

Bakke 判決で、人種に基づくクォータを認めたブレナン裁判官でさえも、人種

区分は「『法的な負担は個人的な責任や不正な行為と関連する者に課されるべき』

であり、州により許され、支援され、あるいは承認された達成は個人のメリット

や達成、少なくとも個人の統制内にある諸要素に理論上基づくべき、という我々

の深い考えに反する」とする (163)。

個人の地位はメリットによって配分されるべきであり (164)、AA はメリットを

害するという議論 (165) は、既存の評価基準で評価の高い者がより役割をこなすと

想定していると分析される (166)。だが、既存の評価基準で評価の高い者が地位の

役割をよりこなし、より良い社会や組織を構築するわけではなく (167)、既存の評

価基準によって評価される権利は存在しない (168)。メリットは判断形成機関の目

的で変化し、不変ではない (169)。AA は既存の評価基準とは異なる方法を提示し

たのであり、メリットとは矛盾しないと主張される (170)。

AA の反対者は、各人の能力を測り、公正な基準で最も有能だと判断された者

に地位を付与することで、それらの地位はメリットにしたがって分配されるべき

とも考えるが、その想定は疑問視される (171)。メリットは、判断形成者により価

値があるとされた文化的態度を候補者が共有する程度を測るに過ぎず (172)、社会



82

がいかなる資格を要求し、評価するのかは個人の統制を超えている (173)。メリッ

ト自体が文化の産物であり、偏見等によって影響を受けるため (174)、評価者はと

きとして無意識の偏見を伴っており、マイノリティを低く評価する (175)。故に、

メリットによる評価が客観的で偏見のない基準で行われるのは不可能だとされ

る (176)。無意識の偏見に服せられるマイノリティは、個人として評価されず、こ

の状況を是正するために、AA は正当化されると主張される (177)。

合衆国の個人主義は個人の社会経済的地位が努力に比例し、低い地位は個人の

責任にあると強調することで、マイノリティの不利な状況の構造上の原因を覆い

隠したが、個々人の勤勉さ、動機づけ、忍耐では構造上の原因に抵抗できないと

される (178)。社会経済的に不利な状況は、個人の資質だけに原因があるわけでは

なく (179)、評価者に偏見が存在し (180)、マイノリティがその能力を公正に評価され

ないことに原因があるとされる (181)。マジョリティは自身に優位に評価基準を確

立してきたのであり (182)、メリットの絶対的基準の確立 (183) は自己満足の成績主

義だと批判される (184)。故に、「メリットに基づく」選抜は真に個人を評価するも

のではないと批判される (185)。

Ⅸ　多様性に基づく Affirmative Action と個人主義

１　多様性と個人主義の関係性

高等教育機関の入学者選抜の AA の合憲性が問題とされた事例では、Bakke 判

決以降 (186)、人種及びエスニックが重要だが 1 つの要素に過ぎず、広範囲にわた

る要素を含む多様性の形式が描かれてきた (187)。合衆国最高裁は、高等教育機関

の入学者選抜のAAを合憲と判断する際に、多様性に基づくAAが志願者をグルー

プではなく個人として評価していることを強調してきた（Ⅲ）。

地位獲得の選抜の際に既存の評価基準を絶対視すると、多くのマイノリティグ

ループにについて、指導的な地位に占める割合が少なくなり（Ⅷ）、評価者はマ

イノリティが劣った存在だと想定する。結果として、評価者はマイノリティの資

格を公正に評価せず、マイノリティは個人として評価されない（Ⅶ）。既存の評

価基準の絶対視は一見すると個人主義に適合するが、実際には個人主義に反する
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結果をもたらすとの考えに基づいて、多様性に基づく AA は個人主義という偽り

から人々を自由にすると評される (188)。

他方、多様性に基づく AA は、個人の達成以上に不変の特性を評価する主張を

助長したと批判される (189)。その見解によれば、例えば大学の入学者選抜の AA

については、人種を重視しすぎると、大学の教育環境の多様性が減じられ、AA

が避けようとするもの ( 個人が乗り越えた各人の環境というよりも、不変の特性

に基づいて個人を固定観念化する ) に向う (190)。意図していなくとも、AA におけ

る不均衡な割合での人種の使用は、個人の特性よりも不変の特性に基づいて個人

を評価し、判断する態度を助長し、このことは肌の色に基づく志願者の許容でき

ない固定観念を導くとされる (191)。多様性に基づく AA が個人主義に適合するの

か否かは、肯定的影響（指導的な地位に占めるマイノリティの割合の増加による

偏見の縮減）と否定的影響（人種を重視しすぎることによって個人の達成よりも

人種が評価されること）を考慮して評価される。

２　個人としての評価とアジア系

多様性の達成を測る指標は、「相当数 (critical mass)」である。過少代表のマイ

ノリティが相当数存在するときに、多様性は達成される。マイノリティの中でも、

日系や中国系は社会経済的に成功を収めており、人口に占める比率と比べて、上

位の高等教育機関の学生に占める割合が高い (192)。

多様性を達成するために必要とされる「相当数」は人種構成に関わり、アジア

系アメリカ人が人口構成に占める割合が低いことから、AA によって、アジア系

アメリカ人は不利益を被り、個人として評価されていないと批判される (193)。人

種に基づく AA は、最終的には、各人種の適切な割合という事実上の目的を持っ

ており、AA によって理想の割合を達成するために、上位の高等教育機関の在学

生に占めるアジア系アメリカ人の割合を制限し、彼らの個人的価値の引き下げを

及ぼすと指摘される (194)。

日系や中国系は学力が高いが (195)、AA によって上位の大学の入学者に占める

割合が抑えられ、AA によって個人としての評価が害されており (196)、それらの

グループの諸団体は AA が個人主義を害し、不利益を及ぼされたグループのいか
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りを生じさせると主張した (197)。これに対し、日系や中国系はメリットに基づく

基準だけで判断されれば、さらに成功を収めるという主張は誤りであり、メリッ

ト ( 既存の基準 ) も何を重視するのかによって、アジア系に不利に働くこともあ

る。例えば、言語テストが重視されると、アジア系は既存の基準で高い評価を得

られないとされる (198)。

Ⅹ　おわりに

AA の否定派や中間派の裁判官は、AA は個人主義に抵触するため、それが憲

法上許容されるには、非常に高いハードルが課せられると主張した（Ⅱ）。高等

教育機関の入学者選抜における AA の合憲性が問題とされた文脈では、それら

の裁判官は入学者選抜が志願者を個別に評価していないことを問題視していた

（Ⅲ）。AA は個人ではなくグループによる評価を進めるため（Ⅳ 1）、スティグマ

を生じさせる危険があると認識されていた（Ⅳ 2）。故に、合憲性審査の際には、

AA には厳格度の高い審査基準が適用され（Ⅴ）、許容される場合でも、個人主

義からの逸脱は一時的でなければならないと認識されていた（Ⅵ）。

AA の肯定派は、カラーブラインドな社会が達成されることで人々が個人とし

て評価される社会が理想だと考えるが、マイノリティの社会経済的地位が低い状

態において、人種は個々の評価に悪影響を及ぼすため、その悪影響をなくすため

に AA が必要だと捉える（Ⅶ）。彼らの主張によれば、メリットシステムは一見

すると中立的だが、マイノリティに不利に作用している（Ⅷ）。他方、AA の否

定派は、社会経済的地位は個々人の能力や努力の結果であり、人種は機会に影響

を及ぼさないと捉える（Ⅷ）。AA が必要か否か、個人主義に反するのか否かの

判断は、人種が個々人の機会に影響を及ぼしているか否かの認識の違いによる。

現在、多様性のもたらす利益の達成が AA の主たる正当化理由の 1 つである。

偏見や固定観念によってマイノリティは個人として評価されていないと捉える

と、多様性に基づく AA は、人種の考慮によって偏見や固定観念をなくすことで、

個人主義を促進すると理解できる（Ⅸ 1）。他方、AAの否定派は、人種の考慮によっ

て多様性に基づく AA は固定観念や偏見を助長し、個人主義を害すると理解する
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（Ⅸ 1）。多様性に基づく AA が個人主義に反するか否かの判断は、人種の考慮が

偏見や固定観念をなくすのか、助長するのかの認識の違いにある。一般的に、多

様性に基づく AA はマイノリティに利益を与えると考えられているが、アジア系

アメリカ人に不利益を及ぼしており、彼らの個人としての評価を妨げている可能

性がある（Ⅸ 2）。AA が個人主義に反するか否かの問題は、マジョリティとマイ

ノリティの枠組だけで論じるだけでなく、マイノリティの中でもグループを分類

し、各グループにどのような影響が及ぼされるのかを考察する必要がある。

最後に、日本のアファーマティブ・アクションの議論と以上考察した合衆国の

議論の関連する点について述べる。差別が無意識のうちに生じ (199)、個人の責任

とは無関係の区別指標による偏見が浸透している場合には、偏見を受けている者

は社会的資源の獲得競争で不利に取扱われ、自己実現の機会を妨げられる (200)。

アファーマティブ・アクションの目的は偏見によって能力を発揮できない者が努

力できる環境を整え、その成果が正当に評価される社会を目指し (201)、個人の権

利実現に望ましくない客観的環境を変えるところにあるとされる (202)。自己実現

を妨げる偏見や固定観念の是正を目的とする施策（アファーマティブ・アクショ

ン）は、直ちに個人主義に反するとは言えない (203)。個人主義の前提が機会の平

等が実質的に保障されているところにあれば (204)、アファーマティブ・アクショ

ンは個人主義に反せず、それを実現する施策だと捉えられる。AA に肯定的な見

解は、AA は偏見や固定観念を是正し、個人の資格を公正に評価する環境を整え

ることで、個人主義を補完する施策だと理解されたが（Ⅶ）、日本の学説もアファー

マティブ・アクションを同様に理解している。

ただし、後段列挙事由が歴史的に差別的に用いられてきたことを注意しなけれ

ばならず (205)、アファーマティブ・アクションが無期限に行われると、集団概念

に基づく差別の存続を認めてしまう (206)。差別は偏見や固定観念を産み、それが

個人の資格が公正に評価される環境（個人主義の前提）を害する。合衆国では個

人主義に反しないために AA に時間的制約が必要だとされたが（Ⅵ）、同じ理由

からアファーマティブ・アクションには時間的制約が必要である。

また、アファーマティブ・アクションは対象外のグループに社会的資源の獲

得のハードルを高め、個人の権利実現を妨げる可能性があることは無視できな
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い (207)。合衆国でも、AA が個人主義に反する可能性からその合憲性審査を厳密

に行うべきとの主張がなされたが（Ⅴ）、日本でもアファーマティブ・アクショ

ンが個人主義に反する（個人の自己実現を妨げる）可能性があることを認識し、

その合憲性審査はある程度は厳密な態度をもって行うべきである。
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